
担当部局庁

技術研究開発を推進する会計区分

第３期科学技術基本計画（H18.3閣議決定）
国土交通省技術基本計画（H20.4）

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

担当課室 技術調査課

上位政策

関係する計
画、通知等

―

大臣官房

一般会計

課長　横山晴生

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

実施状況

我が国で地勢上避けることができない大規模地震災害に対し、災害に強い社会の実現に寄与することを目指して以下
の技術開発を行う。
１．２時期の画像から変化情報を抽出する技術開発
２．開発前の地形と現在の地形の比較によって脆弱な盛土地盤の地区を把握し、その危険性を評価する手法の開発
３．市街地における精緻な火災延焼シミュレーションの開発
４．把握された被災状況を適切な基盤地図に重ね合わせて、行政・住民・ボランティアなどが、ダメージを受けた情報通
信インフラの下でも確実に情報を提供・収集することができる技術開発

※本事業は、建設技術に関する重要な課題のうち、特に緊急性が高く、適用対象となる分野の広い課題を取り上げ、
行政部局が計画推進の主体となり産学官の連携により、総合的に、組織的に研究を実施する「総合技術開発プロジェ
クト」の１課題として実施。外部有識者による外部評価を活用した「事前評価」を実施しており、事業終了後には「事後評
価」を実施する。「総合科学技術会議」の「平成19年度科学技術関係施策優先度判定」（H18.10.27）において「Ａ（重要
で、内容的にも優れた施策であり、着実に実施すべきもの）」判定を受けた。

大規模地震発生時に広範囲に生じた被害の分布を短期間で把握するため、空中写真等を画像処理することによって
倒壊建物の発生分布を迅速に地図上で把握し、発災直後の危機管理に活かすとともに、揺れやすい地盤の特定手法
の確立や防火の事前対策用ツールの構築によって、地震時に生じ得る建物被害の抑制につなげる。

作成責任者
事業開始

年度
平成19年度

高度な画像処理による減災を目指した
国土の監視技術の開発

事業番号

本事業（技術開発）は、平成19年度から平成21年度の3カ年で実施した。
平成19年度は、２時期のDSM（地表の高さ）比較による倒壊建物の抽出アルゴリズムの開発等を行った。平成20年度
は、火災延焼モデルの家屋単体から市街地への拡張等の研究開発を実施した。平成21年度は、盛土部の危険性評価
手法の開発や携帯電話で動作するWebGISの構築等を行った。
開発成果は、国土交通省の盛土の変動予測調査ガイドラインへ位置づけるなど、地震災害に備えた事前対策へ活用
されている。

9

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　　(国土交通省)

予算事業名

【予算科目】
・091　技術研究開発推進費

・13　 科学技術振興費 （２１年度予算額） （２１年度決算見込額）
・13054-2129-06　技術研究開発謝金 百万円 百万円
・13054-2122-08　技術研究開発調査旅費 百万円 百万円
・13054-2123-09　技術研究開発調査費 百万円 百万円

 ※四捨五入しているため、合計値があわない場合がある。

20年度 22年度21年度

総事業費(執行ベース) ― ―

44

23年度要求

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

―

―

執行額

予算額(補正後）

46115

99.1% 93.2% 98.6%

予算の状況
（単位:百万円）

141 ―

140

123

19年度

47

・支出先については、価格競争や総合評価、企画競争により競争性の確保に努めている。
・業務発注を計画するにあたっては、あらかじめ検討項目、調査対象範囲等について十分検討を行い、効率的な執行
に努めている。
・本事業は、平成19年度から平成21年度の3カ年で実施しており、平成21年度で終了している。

・示達先及び本省において予算を執行しており、総合評価や企画競争による支出先（業務請負者）選定の妥当性につ
いては第三者機関である技術提案評価審査会等により審議していただくこととしている。
・業務着手時には業務計画書の提出を求めるとともに、打合せや完了時に行う検査により業務の実施状況及び成果を
把握している。
・業務の主たる部分に係る再委託は禁止し、主たる部分以外の再委託については、軽微なものを除き、再委託承諾申
請を求めており、支出先・使途を確認している。本事業においては、再委託承諾申請を要する再委託はない。

されている。

執行率

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

補
　
記

0.03

【事業廃止】
一定の成果が得られたと認められることから本事業は廃止する。

0.02
3 2

44



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)

国土交通省 
４６百万円 

国土技術政策総合研究所 
１３百万円 

Ａ．民間企業等（１６社） 
１２百万円 

国土地理院 
３２百万円 

Ｂ．民間企業等（１５社） 
３１百万円 

Ｃ．民間企業等（３社） 
０．５百万円 

技術研究開発成果の普及方

策の検討等 

【示達】 

【示達】 

【企画競争等】 

【総合評価等】 

【企画競争】 

総合技術開発プロジェクトの 
計画主体 

謝金、調査旅費 
１百万円 

調査旅費 
１百万円 

技術基準等の原案検討に必

要なデータ収集や整理、シス

テム構築等の実施 

防災、災害発生時対応等の

ための技術基準等の原案検

討に必要な調査・分析方法

の企画・立案、及び調査結

果に基づく技術基準等の原

案検討 

防災、災害発生時対応等の

ための施策や技術基準等の

原案検討に必要な調査・分

析方法の企画・立案、及び

調査結果に基づく施策や技

術基準等の原案検討 

施策や技術基準等の原案検

討に必要なデータ収集や整

理、システム構築等の実施 

て補足する)
(単位:百万円)

国土交通省 
４６百万円 

国土技術政策総合研究所 
１３百万円 

Ａ．民間企業等（１６社） 
１２百万円 

国土地理院 
３２百万円 

Ｂ．民間企業等（１５社） 
３１百万円 

Ｃ．民間企業等（３社） 
０．５百万円 

技術研究開発成果の普及方

策の検討等 

【示達】 

【示達】 

【企画競争等】 

【総合評価等】 

【企画競争】 

総合技術開発プロジェクトの 
計画主体 

謝金、調査旅費 
１百万円 

調査旅費 
１百万円 

技術基準等の原案検討に必

要なデータ収集や整理、シス

テム構築等の実施 

防災、災害発生時対応等の

ための技術基準等の原案検

討に必要な調査・分析方法

の企画・立案、及び調査結

果に基づく技術基準等の原

案検討 

防災、災害発生時対応等の

ための施策や技術基準等の

原案検討に必要な調査・分

析方法の企画・立案、及び

調査結果に基づく施策や技

術基準等の原案検討 

施策や技術基準等の原案検

討に必要なデータ収集や整

理、システム構築等の実施 



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す

B.(株)八州 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

人件費
施策や技術基準等の原案検討に
必要なデータ収集や整理、システ
ム構築等

6

計 7 計 0

使　途
金　額

(百万円）

人件費
技術基準等の原案検討に必要な
データ収集や整理、システム構築
等

7

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

A.パシフィックコンサルタンツ(株) E.

0計計 0

H.

使　途
金　額

(百万円）

計

費　目

0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

D.

0.2計

人件費
技術研究開発成果の普及方策の
検討

0.2

使　途

計

C.(財）先端建設技術センター G.

金　額
(百万円）

6 0

金　額
(百万円）

費　目 使　途

ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

計

費　目



【別紙】

№ 支出先
金額

（百万円）
№ 支出先

金額
（百万円）

1
パシフィックコンサ
ルタンツ(株)

7 1
(財）先端建設技術
センター

0.2

2
（株）マヌ都市建築
研究所

4 2 国際航業（株） 0.2

3
（株）エイト日本技
術開発

0.7 3
(財）国土技術研究
センター

0.1

4
（株）茨城フジカ
ラー

0.2 4

5
国際航業（株）東
京支店

0.2 5

6 朝日航洋（株） 0.08 6

7
（株）日刊建設工
業新聞社

0.03 7

8
（株）日刊建設産
業新聞社

0.03 8

9
（株）日刊建設通
信新聞社　北関東
支局

0.03 9

10 （株）ぎょうせい 0.03 10

№ 支出先
金額

（百万円）

1 （株）八州 6

2
(株）東京地図研究
社

6

3 (株)フロントライズ 4

4 (株)オークニー 4

5 (株）GIS関東 4

6
（株）ペルペトゥー
ム

2

7 （株）オーエムシー 2

8
（財）リモートセンシ
ング技術センター

2

9
（株）デジタルハン
ズ

1

10 アジア航測（株） 0.5

A.民間企業等（１６社）　１２百万円 C.民間企業等（３社）　０．５百万円

B.民間企業等（１５社）　３１百万円


